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抄　録
　我が国の2024年の高齢化率は29.3％に達し，過去最高となっている一方で，看護師・介護
職員の離職率は高く，人材定着が課題である。本研究では医療・福祉施設に勤務する看護

師・介護職員を対象に離職要因を探索し，離職防止に資する基礎的エビデンスを見出すこと

を目的とした。本研究は，2017年 6月～10月にベースライン調査を行い，2024年 9月30日ま
での離職を追跡したコホート研究である。看護師150人，介護職員198人を対象に自記式質問
票にて，怒り感情喚起得点，怒り感情持続得点，ワーク・エンゲイジメント，職業性ストレ

スについて調査し，性別，ベースライン調査時の年齢で調整したCox比例ハザードモデルで
離職のハザード比を算出した。結果として， 7年間で看護師60人，介護職員92人が離職した。
多変量解析において，怒り感情喚起得点が高いほど離職のハザード比0.92（95％信頼区間
0.87-0.98）と低く，一方で高ストレスではハザード比1.52（95％信頼区間1.07-2.17）と高
かった。その他の項目では有意な関連はみられなかった。医療・福祉施設に勤務する看護

師・介護職員において，怒り感情喚起得点が低いことや職業性の高ストレスが離職要因とな

る可能性が示された。
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Ⅰ．研究の背景

　2024年において，日本は高齢化率が29.3％（総
務省統計局，2025）に達し，増加傾向にある。年
齢が高いほど医療サービスを利用している割合が
高く，80歳以上の高齢者においては， 9割近くの
人々が利用している（内閣府，2018）。日本では
介護老人保健施設の利用率は高く（厚生労働省，
2024ａ），要支援を含む要介護認定者数は，2025年
には過去最高の719.8万人となり（厚生労働省，
2024ｂ），今後も増加することが予想されること
から，あわせて看護師，介護職員の需要が高まる
ことも予想される。
　2023年度における新卒採用の看護師の 1年以内
離職率は8.8%であり，多職種の新卒採用者の離
職率の11.0%と比較すると低い水準にある（厚生
労働省，2025）。しかし，2023年度の正規雇用看
護師の離職率は，11.3%となり（労働政策研究・
研修機構，2025），長期的には離職率が上昇する
傾向がみられる。また，2023年度の介護職員全体
の離職率は13.1%（公益財団法人介護労働安定セ
ンター，2024）であり，離職率が30％以上と著し
く高い事業所が約10％存在する（厚生労働省，
2023）ことから，介護職員の離職対策も不可欠で
ある。
　また，医療・福祉分野の最大の特徴として，24
時間体制の勤務が不可欠であり，夜勤を含む変則
的な勤務形態が常態化していることから，肉体的
な負担が大きなストレス要因となりうる可能性が
ある。そのため，勤務形態や職場環境に着目した
研究が多く存在する。看護師・介護職員の離職要
因に関しては，給料，キャリアプランとの不一
致，年齢，勤務年数，肉体的負担，上司との人間
関係を報告した研究が多く存在し（林，2021；松
谷ら，2021；名定，2017；小野ら，2016；大和，
立福，2023；内田ら，2021；山田，石井，2009），
介護の質の向上が離職意向を低下させることや蓄
積した疲労が離職の可能性を高めることを報告し
ている。武村（2019）は，長時間の勤務時間や勤
務間インターバル，連続勤務等の勤務状況を整備
するだけでなく，勤務割り振りに際し個人の希望

を反映することや，プライベートを含めた生活の
予定が立てられるよう余裕を持って勤務計画を提
示すること，自身や家族の急病等の際に休暇を取
得できる柔軟性も看護師のストレスを軽減すること
を報告し，労働時間や労働環境の改善に向けた提
言がされている（武村，2019）。また植北（2010）
は，介護人材を確保するために，賃金を含め職種
や役職に見合った処遇を行うこと，介護職員の
「教育訓練・能力開発」といったキャリアアップ
が図れる環境整備を進めることなどの労働環境の
整備や取り組みを行うことを提示している。この
ように，看護師や介護職員において，個人を取り
巻く労働環境に関する提案は多く散見されるもの
の，個人に着目した論文は数少ない。
　そこで，われわれは，精神的側面に着目した指
標を用いてコホート研究を実施することにした。
宮下ら（2004）は，公的場面において怒りを適切
に表出できる人は精神的に健康であることを示し
ている（宮下，森崎，2004）。また，金子らは，
介護老人保健施設で働く看護師の離職意向に影響
を及ぼす因子としてワーク・エンゲイジメントが
関連していることを明らかにしている（金子，小
長谷，2017）。これらの怒り感情やワーク・エン
ゲイジメントなどを用いて個人の精神的側面と離
職意向の関連を明らかにすることは，人材定着に
資する重要な知見を提示するものとなる。そこ
で，本研究では医療法人が経営する関連病院およ
び介護老人保健施設に勤務する，看護師・介護職
員を対象として，離職要因を探索するコホート研
究を実施し，看護職・介護職の離職防止に資する
基礎的なエビデンスを見出すことを目的とした。

Ⅱ．方　　法 

1．研究デザイン
　本研究の対象施設は，医療法人が経営する関連
病院および介護老人保健施設である。両施設は，
看護師，介護職員が勤務している点，交代制勤務
や夜勤が存在する点，高齢者ケアの連続したサー
ビス提供体制の一部である点において共通してお
り，勤務負担やストレスの構造が類似している。
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そのため，本研究において両施設における看護
師，介護職員を対象とした質問紙調査を含むコ
ホート研究を実施した。

2．対象者
　本研究は，研究協力に承諾が得られた医療・福
祉施設に勤務する看護師・介護職員を対象者と
し，ベースライン調査として2017年 6月～10月に
質問票を配布し，2024年 9月30日までの離職の有
無を追跡したコホート研究である。

3．調査方法
　本研究の開始前に， 4つの施設を運営する医療
法人の代表者各々に研究の趣旨・方法を説明し，
調査への協力を依頼した。その後，対象者に質問
票を送付し，文書によりアンケートの実施・配
付・回収に関する説明を実施した。質問票には本
調査の趣旨説明，調査協力の任意性，個人情報の
保護，調査結果の取り扱い，情報漏洩の対応に関
する説明を掲載し，対象者からの提出をもって同
意とした。

4．調査項目
　医療法人からは，対象者の性別，年齢，生年月
日，入職時年齢，職種，2024年 9月30日までの離
職の有無ならびに離職日などに関する情報の提供
を受けた。本研究では，質問票にて性別，2017年
時年齢，怒り感情喚起得点，怒り感情持続得点
（渡辺，小玉，2001），日本語版ユトレヒト・ワー
ク・エンゲイジメント尺度短縮版（Shimazu et 
al，2008），職業性ストレス簡易調査票（厚生労働
省，2021）について調査を行った。先行研究によ
ると怒り感情喚起得点のCronbachのα係数は0.79
（渡辺，小玉，2001），怒り感情持続得点では
0.81（渡辺，小玉，2001），両得点を統合した全
体では0.86（渡辺，小玉，2001）であり，いずれ
も十分な内部一貫性を示している。また，ワー
ク・エンゲイジメント尺度のCronbachのα係数は
0.92（Shimazu et al，2008）と高く，信頼性が確保
されている。職業性ストレス簡易調査票において
は，仕事のストレス要因が0.74（堤，2018），心

身のストレス反応では心理的ストレスが0.84
（ 堤，2018）， 身 体 的 ス ト レ ス が0.81（ 堤，
2018），周囲のサポートが0.83（堤，2018）と報
告されており，各尺度とも妥当な信頼性を有して
いる。 なお，これらの尺度はすべて，学術研究
において使用許諾を必要としないことが確認され
ている。
　怒り感情の喚起・持続尺度（渡辺，小玉，
2001）は，全13項目から構成されており，怒り感
情の喚起されやすさを測定する「怒り感情喚起」
6項目と，怒り感情の持続しやすさを測定する
「怒り感情持続」7項目の 2つの下位因子から構
成されており，本研究ではこの下位因子の点数を
分析に用いた。
　日本語版ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメン
ト（Shimazu et al，2008）（以下，ワーク・エン
ゲイジメントと略す）は， 9つの質問項目（活力
3項目，熱意 3項目，没頭 3項目）から構成され
ており，回答項目は「 0.全くない」～「 6.毎日感
じる」の 7件法である。回答得点は， 0点から54
点の範囲となり，回答点数が高いほどワーク・エ
ンゲイジメントは高値となる。
　職業性ストレス簡易調査票（厚生労働省，
2021）については，『労働安全衛生法に基づく職
業性ストレスチェック制度実施マニュアル』（厚
生労働省，2021）に記載された「単純合計法」を
採用して職員のストレスの判定を実施し，「心身
のストレス」の合計点数が77点以上，「心身のス
トレス反応」に関する項目の評価点の合計が76点
以上であり，かつ「仕事のストレス要因」および
「周囲のサポート」に関する項目の評価点の合計
が63点以上を高ストレス群と定義した（厚生労働
省，2021）。

5．分析方法
　離職の有無別にみた各項目の平均値，割合の差
の検定は，それぞれ t検定，カイ二乗検定を用い
た。また，2017年10月 1日から離職日または，
2024年 9月30日までの追跡年数を計算した。Cox
比例ハザード解析モデルを用いて，性別と2017年
時年齢を調整した，各調査項目についての離職の
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ハザード比（HR）と95%信頼区間（Confidence 
interval：CI）を算出した。有意水準は 5 %未満
とし，統計解析にはSAS9.4（SAS Institute Inc.，
Cary，NC）を使用した。

6．倫理的配慮
　調査対象となる 4つの施設を運営する医療法人
内での研究倫理委員会，ならびに愛媛大学教育学
部研究倫理委員会の承認（承認番号：R 6 -21）
を得て行った。

Ⅲ．結　　果

　2017年10月 1日から2024年 9月30日までの 7年
間（総追跡人年：1776.6人年）追跡した。ベース
ライン時437人（看護師：193人，介護職員：244
人）のうち，2024年 9月30日まで追跡できた196
人（看護師：90人，介護職員：106人）と，その

間に離職した152人（看護師：60人，介護職員：
92人）の合計348人（看護師：150人，介護職員：
198人）を対象とした。なお，回答不備者，定年
退職後に再雇用された職員，2024年 9月30日まで
に定年退職を迎える予定の職員，長期休職者，育
児休業，産前産後休業中の職員は除外した。表 １
には性別および離職の有無に基づく年齢階級別の
割合を示す。
　看護師150人，介護職員198人のうち，看護師60
人（40.0％），介護職員92人（46.5％）が離職し
た。男性では，離職者は30代（43.3％），在職者は
40代（44.2％）が最も多く，女性では両方とも40
代（それぞれ35.2%，43.1％）が最も多かった。
　表 2に，離職有無別の各調査項目の基本統計量
を示す。
　離職者は在職者と比べて，怒り感情喚起得点が
低く，高ストレス者が多かった（p<0.05）。
　表 3に，各調査項目における離職有無別の性

離職あり（N=30） 離職なし（N=52） 合計（N=82） 離職あり（N=122）離職なし（N=144） 合計（N=266）
～19 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(0.8) 0(0.0) 1(0.4)

20～29 5(16.7) 6(11.5) 11(13.4) 17(13.9) 16(11.1) 33(12.4)
30～39 13(43.3) 21(40.4) 34(41.5) 35(28.7) 44(30.6) 79(29.7)
40～49 9(30.0) 23(44.2) 32(39.0) 43(35.2) 62(43.1) 105(39.5)
50～59 2(6.7) 2(3.8) 4(4.9) 23(18.9) 22(15.3) 45(16.9)
60～ 1(3.3) 0(0.0) 1(1.2) 3(2.5) 0(0.0) 3(1.1)

表中の数値は，人数（%）を示す。
%は男女の離職有無別に算出した。

研究対象者（N=348）
男性 女性年齢階級

表 1　性別および離職の有無に基づく年齢階級別の割合

あり なし p値 2）

人数 152(43.7) 196(56.3)
2017年時年齢  40.3±10.1 0.949
怒り感情喚起得点  13.2±4.0 0.012
怒り感情持続得点  21.2±6.0 0.987
ワーク・エンゲイジメント  23.8±15.4

40.3±7.9
14.0±3.3
21.2±6.0
24.7±13.7 0.112

高ストレス 1） 53(34.9) 49(25.0) 0.045

表中の数値は，人数（%），平均値±標準偏差を示す。
1）　離職有無別に占める%を算出した。
2）　p値はカイ二乗検定による。

研究対象者（N=348）
離職

表 2　研究対象者における離職有無別の基本統計量
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別・2017年時年齢で調整したHRと95％ CIを示
す。本研究では， 2種類の解析モデルで実施し
た。モデル 1では，性別および年齢で調整したう
えで，各項目を個別に投入し解析を行った。モデ
ル 2では， 4項目すべてを同時に投入し，解析を
実施した。
　モデル １において，怒り感情喚起得点が高いほ
ど離職のHRは有意に低く（HR＝0.95，95％ CI＝
0.91‒0.99），一方で高ストレス者は離職のHRが有
意に高かった（HR＝1.45，95％，CI＝1.03‒2.03）。
この関連は全項目を一斉投入したモデル ２におい
ても同様であり，怒り感情喚起得点が高いほど離
職のHRは有意に低く（HR＝0.92，95％ CI＝0.87
‒0.98），高ストレス者は離職のHRが有意に高
かった（HR＝1.52，95％ CI＝1.07‒2.17）。

Ⅳ．考　　察

　本研究では，離職要因を探索するために医療法
人が経営する関連病院および介護老人保健施設に
勤務する看護師および介護職員を対象として，コ
ホート研究を実施した。その結果，怒り感情喚起
得点が高いほど離職リスクは低下するが，高スト
レスと判定された職員は離職リスクが上昇するこ
とが明らかになった。一方で，本研究ではワー
ク・エンゲイジメントと離職の有意な関連は認め
られなかった。しかし，金子らはワーク・エンゲ
イジメントが職務満足に影響を与え，職務満足が
離職意向に関係していることを報告している（金
子，小長谷，2017）。そのため，ワーク・エンゲ
イジメントは離職意向と間接的に関連している可
能性がある。本研究においてはワーク・エンゲイ

ジメントと離職との関連が認められなかったが，
ワーク・エンゲイジメントは，職務満足や人間関
係，キャリア支援などにも深く関与している可能
性が示唆される。
　また，本研究において，怒り感情喚起得点が高
いほど離職予防につながることが明らかになっ
た。看護師や介護職員は，感情労働が多く，スト
レスやバーンアウトに陥りやすいことが報告され
ている（陳萍，2023）。バーンアウトとは，「感情
労働の職場で，相手に対する不満や怒りなどの自
然な感情を抑えすぎてしまうと，感情的なエネル
ギーが枯渇し燃え尽きてしまう病態」である（衛
藤，2013）。そのため，怒り感情を表出できない
環境である場合，ストレスが蓄積され，結果的に
離職を招く可能性がある。また，田辺は感情に蓋
をしていると，あるとき一気に爆発したり，仕事
に燃え尽きてしまったりする危険性があることを
示唆している（田辺，2019）。怒り感情喚起得点
は職場における感情表出のしやすさを間接的に反
映している可能性がある。それゆえ，本研究では
怒り感情喚起得点の高さと離職が関連したと考え
られる。
　また炭多・古川（2023）は，看護師は，過重な
職責を伴う職場環境に勤務し，対人関係のストレ
スが積み重なることや，急変時や緊迫した状況で
理想とする看護実践の難しさが積み重なることが
離職要因となっていたことを報告している。ま
た，梅沢（2023）は，介護職員が怒り感情の生起
を経験するのは，ノルマに追われ多忙極まりない
介護業務の最中であり，とくに少数での夜勤業務
で采配しなければならない場面においてストレス
が増幅することを報告している。介護職員を対象

モデル1 モデル２

怒り感情喚起得点 0.95(0.91‒0.99) 0.92(0.87‒0.98)
怒り感情持続得点 1.00(0.97‒1.03) 1.01(0.98‒1.05)
ワーク・エンゲイジメント 1.00(0.98‒1.01) 1.00(0.98‒1.01)
高ストレス 低い 99(40.2) 285.28 147(59.8)1028.70 1.00 1.00

高い 53(52.0) 119.72 49(48.0) 342.90 1.45(1.03‒2.03) 1.52(1.07‒2.17)

モデル１は,性別・年齢調整済みハザード比および95％信頼区間を示す。
モデル２は,性別・年齢で調整し，全項目を一斉に投入したハザード比および95%信頼区間を示す。

離職
あり なし 性別・年齢調整済みハザード比

（95%信頼区間）
性別・年齢調整済みハザード比

（95%信頼区間）人数 人数人年 人年

表 3　性別・年齢で調整したハザード比および95%信頼区間
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としたインタビュー調査（古川，2016）による
と，高ストレスは離職の要因であることが報告さ
れている。そのため，本研究においても，看護師
や介護職員において，ストレスの高さと離職が有
意な関連を示した可能性がある。
　本研究は，精神的な健康指標を含む個人特性と
離職との関連を検討したコホート研究である。個
人の精神的側面に着目することで，離職要因の理
解を深化させたといえる。特に，怒り感情の表出
が離職予防に寄与する可能性を示した点は，感情
労働の研究に新たな知見を提供するものである。
今後は，感情表出を支援する職場環境の整備等を
取り入れ，看護師・介護職員の人材定着に資する
包括的な戦略を構築する必要がある。今後もコ
ホート研究を継続的に実施し，離職要因のさらな
る解明を進めることで，より精緻な知見を蓄積
し，看護師および介護職員の人材定着に一層寄与
していくことが重要である。

Ⅴ．研究の限界

　本研究では，特定の医療法人においてのみ調査
を行っており，介護業務に従事している一般的な
看護師・介護職員とは異なる特徴を持つ可能性が
考えられ，本研究の結果は一般化可能性が高いと
は言えない。また，看護師，介護職員を統合した
ことによる職種別における解析，施設別・勤務形
態別の職場環境や人間関係などの要因，2019年以
降のCOVID-19の流行による対象者の生活や心理
に関する影響について調査していなかったため，
残余交絡因子の影響を完全に排除することはでき
ていない。最後に，離職の理由については把握で
きておらず，個別要因の影響を十分に分析できて
いない点も研究の限界である。

Ⅵ．結　　語

　われわれの研究では，医療法人が経営する関連
病院および介護老人保健施設に勤務する看護師お
よび介護職員を 7年間追跡した結果，怒り感情喚
起得点が低いこと，職業性ストレス簡易調査票で

高ストレスと判定されることが離職要因となる可
能性が示唆された。
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